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1. は じ  め  に

住宅および業務ビル用の資材製造 ・建設 。改修 。運用ま

でのいわゆる建築関連のC02排 出量は,我 が国全体の3分

の 1を 占めると推計される
1).サステナブルなコミュニテ

ィを実現する上で,そ の主要な構成要素である建築のサス

テナビリテイを高めることが不可欠といえる。

本論では,我 が国の将来人口予淑1値,欧 米水準並みまで

増大するとした国民 1人当たりの建築延床面積,建 物の寿

命実態などに基づき建築関連のC02排 出量を2050年度ま

で予測 し,京 都議定書の温室効果ガス削減目標を達成し,

サステナブルコミュニティに近づくための取 り組むべき課

題と建築産業の将来像を考察する。

2.建 築産業の未来像の推計方法

2.1 毎年の新築口改修工事床面積の推計方法

建築産業の未来を予測するために,将 来推計人ロデ
ータ

が出発点となる。このデータには,図 1に示すように2010

年度頃をビ
ークに減少するとした厚生省の中位推計を引用

した。建築物の総延床面積データには,総 合化された公的

統計データが存在 しないことから,1995年 度以前のデー

タについては,固 定資産価格等の概要調書,公 共施設状況

調,日 本エネルギー経済研究所データ等に基づいて推計し

た。また,将 来予測値については,2010年 度頃に欧州水

準 (フランスタイギリス, ドイツの住宅面積 は 37～

38m2/人 )に 安定化するとして図2の ように仮定した。ち

なみに 1995年度の国民 1人あたりの住宅床面積は33m2/

人であ り,25年 前の 2倍 に増え,も はや,う さぎ小屋 と

椰楡される時代は終った.

1995年度以前の毎年度の建築用途別 ・構造別新築床面

積を建設省建築着工統計の工事着工予定面積,工 事実施率,

平均工期に基づいて竣エベースで推計した。また,将 来予
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測値については毎年度の竣工建築物が図3に示す残存率曲

線
2)に
従って減少するとして,図 1と図2を乗 じて得た毎

年度の建築総延床面積を満足するために新たに建設しなけ

ればならない面積として,竣 エベースで推計 した。

改修工事面積については,建 物竣工後 20年周期で何ら

かの改修工事が行われるものとして,対 象となる建物全部
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分の床面積を推計した。

2.2 C02原 単位の設定

2.2.1 新築工事及び改修工事の C02原 単位

建築資材の製造から流通,工 事に伴って国内の全産業に

波及してツト出されるC02までを含む新築工事のC02原単
位を,1990年 産業連関表を利用して算出し,表 1に示す

ように設定した。なお,こ の原単位は,海 外への波及効果

を含まず,固 定資本形成分を含むものである。また,電 力

のC02原単位の経年変化に伴う新築工事のC02原単位の

変化を推計結果に反映させるため,産 業連関表を用いて,

究極的な電力産業への波及分のC02原単位を算出した。

その値を表1の ( )内 に内数で示す。

改修工事のC02原単位については,新 築工事のC02原

単位全体に占める仕上工事と設備工事の割合を,産 業連関

表を利用して算出した。

2.2.2 住宅および非住宅の運用に伴うC02原単位

1994年度以前の住宅および非住宅の運用に伴うCO」排

出総量は,他 のC02排 出量推計との整合性を考慮し,環

境庁が推計した民生部門の値を引用した。これは民生部門

の燃料消費に伴う直接 C02排 出量と電力使用に伴うエネ

ルギー転換部門でのC02排 出量の合計値である。将来推

計値については,1994年 度時点のC02排 出量をその時点

の住宅及び非住宅の床面積で除して,表 1の右端に示す床

面積あたりのC02原単位とした.住 宅および非住宅の床

面積あたリエネルギー消費原単位の経年変化は少ないこと

から,こ の原単位を各年度の住宅及び非住宅床面積を乗じ

て,1995年 度以降のCo2排 出量を推計することとした。

また,電 力のC02原単位の経年変化による住宅および非

住宅の運用エネルギー消費に伴うC02原単位の変化を推

計結果に反映させるため,電 力起源の割合を1994年度の

総合エネルギー統計データを用いて分析して求めた電力起
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源のC02排 出原単位を ( )内 に内数で示す。

2.2.3 建築界の対策シナリオ

建築界の対策シナリオとして,表 2に示すように,シ ナ

リオ 1(無 対策)か ら徹底的な対策シナリオ5ま での5段

階を設定した。

シナリオ5と は,1998年 度以降,建 物運用に伴う床面

積あたりのエネルギー消費量を,全 ての新築工事で 30%

削減し,全 ての改修工事で 15%削 減 し,新 築建物では耐

用年数を現状の3倍 (約100年)に 伸ばし,資 材製造時の

C02排 出量が少ないエコマテリアルを徹底的に採用すると

想定したものである。これは,日 本の経済力が残っている

今のうちに,未 来世代に受け継ぐに相応 しい安全で安心で

きる良好な社会資産を築いてゆこうというシナリオであ

り,1997年 12月の日本建築学会声明 (今後の新築建築物

では LCC02の 30%削 減,耐 用年数 3倍延伸を目指すべ

き)5)に対応するものである。この対策は既報
⊃に示 した

通 り,現 状の汎用技術で経済的にも充分に達成可能な対策

であり,筆 者が設計を担当したいくつかの建築物の運用実

績で検証している
1)'8).

このような徹底的なシナリオのほかに,シ ナリオ2か ら

シナリオ4までの緩やかな対策を想定した。

省エネルギー化を図るためには,建 設地の気候 。風土に

適した建築デザイン,外 壁 ・窓の断熱性能の向上,庇 など

による日射遮蔽性能の向上,エ ネルギ
ー高効率利用 ・自然

エネルギー利用を図る設備システムの採用が必要となり,
一般的に新築工事,改 修工事の C02原 単位が増大する。

また,数 十年の間に遭遇するであろう震災で主要構造体に

甚大な被害を受けない構造強度を確保すること,階 高,床

の積載荷重,設 備スペ
ースなどにゆとりをもたせて建築物

表1 新 築工事 ・改修工事 ・建物運用のC02原 単位

構造 ・用途
新築工事

(kキCOプ輸

改修工事

(kg―COノr均
建物運用

(kA―COダ年輸

木造住宅 300  (78) 60  (16)
37.2(22.3)

非木造住宅 599(144) 120  (29)

木造非住宅 237  (62)
40.6 (23.5)

非木造非住宅 540 (135) 108 (27)

注 1:資 本形成分を含む国内リト出分の C02原 単位

注 2:0内 の数値は電力起源のco2原単位の内訳

表 2 新 築工事 。改修工事 ・建物運用のC02原 単位の調整係数
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建築界の対策シナリオ
築

事

新

工

修

事

改

工

建物運用

新築 改修

1.無 対策

2。新築20%・ 改修 10%省 エネ

3.同上+寿命3倍十エコマテリ殉レ採用

4,新築30%。 改修 15%省 エネ
0.85

5。同上十寿命 3倍十エコマテリアル採用

注 1:表 1で設定したco2原 単位に乗ずる調整係数 ( )̈
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の機能変化 に合わせた改修工事を容易化すること,ま た,

都市景観の
一
部を形成 し,次 世代に残 したいと皆から思わ

れるような建築物であること,な どによって,建 築物が短

寿命で取 り壊わされる可能性を少なくできると考えられ

る。そのためには一般的に建築資材量が増え,新 築工事,

改修工事のC02原単位が増大する。一方,製 造 ・流通時

のC02排 出量が少ないエコマテリアルを採用することに

よって,新 築工事,改 修工事のC02原単位を減らすこと

ができる。

以上のような想定の基に,対 策シナリオに応じて,表 1

に示す新築工事,改 修工事のC02原単位に乗ずる調整係

数を表4に示すように設定した。

また,対 策開始年度を1997年に開催された京都会議の

翌年度からとするシナリオのほかに,2001年 度,2006年

度からとするシナリオについても推計した。

2.2.4 電力のC02原単位削減シナリオ

電力のC02原単位 (kgC̈02/kWh)の 削減など,電 力産

業およびその他の産業におけるC02削減努力は,新 築工

事,改 修工事,建 物運用のC02原単位に影響する。本論

では,全 産業への波及効果の大きい電力のC02原単位の

削減対策のみを扱うこととし,表 3に示す3種類のシナリ

オを設定した。電力のC02原単位が2010年度時点で1990

年度の20%削 減となるシナリオは,電 気事業連合会の目

標数値
°を引用したものである。また, 日標達成率が半

分,す なわち10%削 減のシナリオも設定した。なお,2010

年度以降の数値は,著 者が仮定したものである.

3.毎 年度の新築 ・改修工事面積の推計結果

3.1 建築物の耐用年数が現状と変わらない場合

今後新築される建築物も現状と同様に,図 3に示す残存

率曲線に従って取り壊されると仮定した場合における毎年

度の新築工事床面積を図4に示す。1990年度に全国で2,7

表3 電 力のC02原 単位削減シナリオ

電力のco2原単位

削減シナリオ ‐９９。戦
００
度
２０
年

１０
度
２。
年

３０
度
２。
年 獅戦

a.9o年 比 0%削 減

b.90年 比 lo%削 減

c.9o年 比 20%削 減

注1:1990年度の電力co2原単位を1.0とする相対値 (―)

表4 我 が国の温室効果ガス削減目標の内訳 (政府発表)

エネルギー起源のco,              0.0%

CH4  ヽN20                          ~0・ 5%

革新的技術開発 ・国民各層のさらなる努カ    ー 2.0%

HFC、 PFC、 SF6                      +2.0%

森林の co2吸 収分            ヽ    -3.7%

共同実施 ・クリ
ーン開発メカニズム ・排出権取引  ‐ 1.8%

合    計                 -6.0%
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億 m2/年あった新築工事が,2020年 度以降は 1.3億m2/年

程度に半減する結果となった。これは我が国の人口が,図

1に示すように2010年頃をピークに減少に向かい,さ ら

に国民 1人あたりの建築床面積も図2に示すように2010

年頃には欧州水準に追いついた後,横 這いになると仮定し

ているため,新 築すべき建築物が減るためである。
一方,タト装,内 装,設 備の改修工事が行われる建築物の

床面積は1990年度が2.5億♂/年であるのに対し,そ の

後,過 去の新築工事床面積の変動を反映して山谷があるも

のの増大し,2050年 度には3.5億m2/年となっている。

3.2 建築物の耐用年数が3倍に延びた場合

1998年度以降に新築される全ての建築物の耐用年数が

現状の3倍に延びる (図3の残存率曲線を年数方向に3倍

に拡大)対 策が講じられた場合における毎年度の新築工事

床面積の推計結果を図5に示す。毎年度の新築床面積は着

実に減少し,2050年 度頃には微量で,改 修工事ばかりに

なるものと予測される。耐用年数3倍延伸対策は,産 業廃

7
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棄物処分場の逼迫と建設廃棄物の不法投棄問題からも要請

される対策といえる。

これまで新築工事を主眼としてきた実務側も,人 材を供

給する教育 ・研究佃1もこの現実を認識し,速 やかに自らの

組織を見直す必要があろう.欧 米並みの豊かな建築資産を

形成するために,設 計者 。施工者を大量に必要とした時代

は終ろうとしている。建築産業は今後,新 築工事を中心と

したものづくり産業から既存建築資産のマネジメントを中

心としたソフト型産業へと移行せざるを得ないことが容易

に想像できる。改修工事の設計演習,建 築資産マネジメン

ト,環 境マネジメント教育の充実など,建 築学科のカリキ

ュラムの大改革も必要になろう。

この結果は当然,建 築産業に資材,機 器を供給する他の

産業界にも波及する。これまで右肩上がりで成長を続けて

きた日本社会がサステナブルコミュニテイーに移行する際

に,避 けて通れない状況といえる。

4.建 築関連 C02排 出量の推計結果

4.1 現状のまま何も対策が実施されない場合

建築界で何 も対策が実施されず (シナリオ 1),電 力の

C°2原単位も1990年 レベルのまま (シナリオa)の 場合に

おける建築関連 C02排 出量を図6に示す。2008～ 2012年

度の 5年 間平均値は4.7億卜C02/年であ り,1990年 度の

4.1億←C02/年 よりも6千 万 ←C02/年増大,比 率にして

15%増 大する結果となった。現状のままでは,京 都会議

の温室効果ガス削減目標を到底達成できないことを示して

いる。

また,我 が国の人口が 2010年 をピ
ークに減少に転 じ,

国民 1人あたりの建築床面積も欧州水準に追いついて,建

築物の総延べ床面積 も徐々に減少するため,2050年 度の

建築関連 C02排 出量は,1990年 度に比べて 10%削 減され

る。これでは,全 世界のC02排 出量を2100年 までに1990

年に比べて33%(3分 の 1)に すべきとする気候変動に関

年度

オ1-aの場合)

□□
圏
圏
囮
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する政府間パネル (IPCC)の 長期 目標 も達成不可能な事

態となる。

4.2 建築界と電力産業で徹底的な対策が実施された場合

建築界で徹底的な対策 (シナリオ5)が 実施され,か

つ,電 力のC02原 単位 も目標通 り削減された場合 (シナ

リオc)に おける建築関連 C02排 出量の推計結果を図7に

示す。建築関連 C02排 出量は,2008か ら2012年度の5年

間平均値は3.9億卜C02/年であり,1990年 度よりも2千万

←C°2/年削減,比 率にして6%削 減される結果となった。

京都会議で合意した我が国の温室効果ガス全体の削減目

標は,2008～ 2012年の期間で,1990年 に比べて6%削 減

であるが,政 府が示したその内訳は,表 4に示すようなも

のであり,C02の 削減率としては±0%と なっている。し

か し,革 新的技術開発 と国民各層のさらなる努力分の

-2%だ けでなく,森 林のC02吸 収分の-3.7%も 不透明な

部分が多い。図 7の結果は,仮 にこれらの合計 -5.7%も

エネルギー起源の C02排 出削減分として期待 しなければ

ならなくなったとしても,京 都会議の目標を達成し得るシ

ナリオになっている。

また,2050年 度の建築関連 C02排 出量は,1990年 度の

40%レ ベルにまで削減されている。現状の日本人 1人あ

たりのC02排 出量は世界平均の2倍 であり,よ リ
ー層の削

減努力が求められることを勘案 しても,全 世界のC02排

出量を2100年までに1990年に比べて33%(3分 の 1)に

すべきとする気候変動に関する政府間パネル (IPCC)の

目標を達成できるシナリオが描き得る。

4.3 建築界の対策実施が遅れた場合

建築界の対策実施が遅れた場合における建築関連 C02

排出量の 1990年度に対する相対値を表 5に示す。表 5は ,

電力のC02原 単位削減シナリオc(2010年 時点で90年比

20%削 減)の 場合についての推計結果を示 したものであ

る,建 築界で徹底的な対策 (シナリオ5-a)を京都会議直

後の 1998年度から実施した場合 (表5の最下欄左側)に
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図7 建 築関連 C02排 出量の将来堆計 (シナリオ5-cの場合)
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は,2010年 度の建築関連 C02排 出量が 1990年度の 0。94

(6%削 減)で あるのに対 し,2001年 度から実施した場合

には 0。97(3%削 減),2006年 度から実施 した場合には

1.01(1%増 大)と なる。当然のことながら対策の開始が

遅れるほど京都会議の目標達成が困難になる。

4.4 電力の C02原 単位の削減目標が達成できなかつた場

合

電力の C02原 単位の削減目標が達成できなかった場合

における建築関連のC02排 出量の 1990年度に対する相対

値を表 5～ 7に 示す。建築界で徹底的な対策を1998年度

から講 じた場合に着目すると,2010年 度の建築関連 C02

排出量の相対値は,電 力のC02原 単位が 20%削 減される

場合 (表5の 最下欄左側)に は,0.94(6%削 減)で ある

のに対 し,電 力の C02原 単位が 10%削 減に留まった場合

(表6の左下欄)に は,0.99(1%削 減)に 目減りする。さ

らに,電 力のC02原 単位が 1990年 と同レベルであった場

合 (表7の左下欄)に は,1.02(2%増 大)と いう結果と

生 産 研 究

なる。このように,京 都会議で削減目標を達成するために

は,建 築界だけでなく,電 力産業の努力が不可欠であるこ

とを示 している。

6.お わ り に

人口推計,欧 州水準並みまで増大するとした国民 1人当

たりの建築延床面積,建 物の寿命実態,毎 年度の着工床面

積,改 修工事周期,建 物運用時 C02原 単位,産 業連関分

析に基づ く建設時 C02原 単位等により,建 築関連 C02排

出量を2050年度まで予測 した。現状のままでは2008～

2012年度の C02排 出量は 1990年度に比べて 15%増 大す

るとの推計結果を得,京 都議定書の温室効果ガス削減目標,

気候変動に関する政府間パネル (IPcc)が 提唱するC02

長期削減目標を達成するための各種の対策シナリオを示

し,サ ステナブルコミュニティに近づくために建築産業が

取り組むべき課題を考察した。

表5 2010年 度 。2050年度における建築関連Co2排 出量の1990年度比(電力のC02原 単位削減シナリオcの場合)

建築界の対策シナリオ
1998年 度対策開始 2001年 度対策開始 2006年度対策開始
2010年 度 2050生F理菱 2010準F月電 2050年 度 2010年度 2050年 度

1_c.無対策

2Ⅲc。新築20%+改 修 10%省 エネルギー対策 1.02

3‐c.同上十寿命3倍 +エコマテリアル採用対策 045 0.99

4‐c.新築30%+改 修 15%省 エネルギー対策 0.99 0.55

5‐c。同上十寿命 3倍+エコマテリアル採用対策

注1:1990年度の建築関連co2排出量 (4.1億t coノ年)を 1.oとする相対値 (

注2:2010年度の値は、2008～2012年度の5年間平均値

表6 2010年 度 。2050年度における建築関連Co2排 出量の1990年度比(電力のC02原 単位削減シナリオbの 場合)

建築界の対策シナリオ
1998年度対策開始 2001年度対策開始 2006年 度対策開始

2010年度 2050年 度 20104F月謹 2050生F理虻 2010年度 2050生F月乾
1_b。無対策

2‐b。新築20%十改修 10%省 エネルギー対策

3Ⅲb.同上十寿命3倍十エコマテリアル採用対策 1 . 0 4 0.57

4‐b.新築30%+改 修
｀
15%省 エネルギー対策 1.04 0.66

5‐b.同上+寿命3倍十エコマテリアル採用対策 0.52 0.55

注1:1990年度の建築関連co2排出量 (4.1億t―c%/年 )を 1.oとする相対値 (―)

注2:2010年度の値は、2008～2012年度の5年間平均値

注1:1990年度の建築関連co2排出量 (4.1億t coノ年)を 1.oとする相対値

注2:2010年度の値は、2008～2012年度の5年間平均値

( ― )

表7 2010年 度 ・2050年度における建築関連co2排 出量の1990年度比(電力のC02原 単位削減シナリオaの場合)

建築界の対策シナリオ
1998年度対策開始 2001年度対策開始 2006年度対策開始
2010年 度 2050年 度 2010年度 2050年 度 2010年 度 2050年 度

lⅢa.無 対策 0,90

2Ⅲa。新築20%+改 修 10%省 エネルギー対策

3‐a。同上十寿命 3倍 +エコマテリアル採用対策 0.65

4‐a.新築30%+改 修 15%省 エネルギー対策 0.75

5‐a.同上十寿命3倍十エコマテリアル採用対策
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